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第１章 津波被害想定 
 

第１節 津波に関する知識 
 

第１ 海溝型地震と津波 

海溝型地震は、海底のプレート境界や海底の活断層で発生し、マグニチュード７程度から津波

をともなう。その発生間隔は活断層より短く、地震の規模もマグニチュード８を超える巨大地震

が発生する。 

津波は、水深の深い外洋では波高はあまり高くないが、沿岸部に近づくと、波高が高くなり沿

岸部に被害をもたらす。 

津波の第１波は、引き潮から始まる引き波と、押し寄せから始まる押し波がある。また、小さ

な引き潮の後に大きな津波が押し寄せるなど一様でなく、津波は第１波よりも２波、３波目が大

きいこともある。 

特に、沿岸部では外洋と比較して水深が浅いことや、海底地形等の影響により、次のような現

象が発生することがある。 

 

○ 浅水効果 

外洋での津波の波長（波の山と山あるいは谷と谷の距離）は数10kmにもなり、速度は水深

が深いほど速く、浅いほど遅くなる。津波が水深の浅い沿岸に近づくと、波の先端ほど水深

が浅く、津波の先端部が減速するため、津波の前面に後方部が乗り上げるような形となって

波高が高くなる。 

 

○ 集中効果 

津波がＶ字型の湾内に入り込んだ場合、湾の両側から波が圧縮されるような現象が生じ、

波高が高くなる。特に、狭い湾の奥になるほど波高が高くなる。 

 

○ 共鳴効果 

津波の波長が湾の大きさの４倍程度である場合は、湾の奥における波高が次々と高くなる

現象が生じる。 

 

○ その他の効果 

海底地形によって進路が屈折する現象などが加わる。 

海岸から沖合いに向かって等深線が張り出すような海底地形を呈する箇所では、津波の進

路が屈折することにより集中する現象が生じる。これをレンズ効果という。 

 

以上のような効果が重なり、時には、「屏風を立てたような」、または「海の壁」と表現され

るような津波が来襲することがある。 
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津波の速度 

水  深 速 度 備  考 

水深4,000mの外洋 
秒速…約200m 

時速…約700km 
ジェット旅客機の巡航速度と同程度 

水深 100mの沖合 
秒速…約30m 

時速…約110km 
高速道路を走る車より少し速い程度 

海岸部の浅瀬 
秒速…約10m 

時速…約36km 
津波が目前に追ってくると逃げるのは困難 
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第２節 津波観測体制 
 

第１ 津波観測 

昭和58年日本海中部地震や平成５年北海道南西沖地震では、大きな津波災害が発生した。気象

庁では、これらの津波被害を契機に津波観測網の整備を進め、従来から全国66箇所で行っていた

検潮所での津波観測体制を強化し、平成７年度に超音波式の津波観測施設（10箇所）、南鳥島に

遠地津波観測施設を整備した。その他、国土交通省港湾局、海上保安庁、国土地理院、自治体等

で整備した観測データをリアルタイムで収集し、現在では合計224箇所の観測データを津波情報に

活用している。また、水圧式の巨大津波観測施設89箇所を整備し、高さ約20mまでの津波の観測が

可能となっている。 

東北地方整備局では、平成18年度から東北地方周辺海域に沖合での波浪観測に加え、津波監視

も可能なＧＰＳ波浪計の設置を始めており、平成22年度に秋田県沖に設置した。なお、津波観測

とともに即時浸水予測システムの整備も検討している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）各観測点のうち、（海）は海上保安庁、（港）は港湾局、（港GPS）は港湾局のＧＰＳ波浪計、（地）

は国上地理院の所属を示している。また、（＊）の観測点は検潮所が無く、津波の到達予想時刻

・満潮時刻のみ発表する地点である。 

これら以外は、気象庁の所属である｡ 

 

東北地方の津波情報に用いる地点と津波予報区（平成25年９月１日） 

（資料：「秋田県地域防災計画 平成26年３月」） 
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津波予報区         （平成25年９月１日） 

津波予報区名称 区       域 

秋 田 県 秋田県の沿岸 

青森県 日本海沿岸 青森県（大間崎北端以東の太平洋沿岸及び東津軽郡外ヶ浜町平館から

むつ市脇野沢までの陸奥湾沿岸を除く。） 

太平洋沿岸 青森県（大間崎北端以東の太平洋沿岸に限る。）の沿岸 

陸 奥 湾 青森県の東津軽郡外ヶ浜町館からむつ市脇野沢までの陸奥湾沿岸 

山 形 県 山形県の沿岸 

岩 手 県 岩手県の沿岸 

宮 城 県 宮城県の沿岸 

福 島 県 福島県の沿岸 

（資料：「秋田県地域防災計画 平成26年３月」） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各種情報に用いられる海域の震央地名（東北地方とその周辺） 

（資料：「秋田県地域防災計画 平成26年３月」） 
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第３節 津波被害想定 
 

第１ 秋田県による津波被害想定 

秋田県が実施した「地震被害想定調査」（平成25年度）では、海域地震によって津波が発生し

た場合、どの程度の浸水域、浸水深、津波高等になるかをシミュレーションし、その被害の想定

を行っている。 

想定している海域地震は、以下の単独地震と連動地震の２種に分けられる。 

 

１ 単独地震 

過去に発生した地震及び国の｢地震調査研究推進本部｣の長期評価の地震を参考に、単独地

震を設定している。 

 

区分 規模 モデル等 

海域Ａ Ｍ7.9程度 日本海中部地震（Ｍ7.7）等を参考 

海域Ｂ Ｍ7.9程度 佐渡島北方沖、秋田県沖、山形県沖の地震を想定 

海域Ｃ Ｍ7.5程度 新潟県北部沖、山形県沖の地震を想定 

 

２ 連動地震 

東日本大震災が連動地震であったことを踏まえ、発生確率は限りなくゼロに近いものの、

理論上考え得る最大クラスの地震として、連動地震を設定している。 

 

区  分 規  模 

海域Ａ十Ｂ Ｍ8.5程度 

海域Ｂ十Ｃ Ｍ8.3程度 

海域Ａ十Ｂ十Ｃ Ｍ8.7程度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

想定地震の位置図 

（資料：「秋田県地震被害想定調査 報告書 平成25年８月」） 
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海域地震の長期評価 

地 震 名 
地震発生確率 想定地震 

との関係 10年以内 30年以内 50年以内 

青森県西方沖の地震 

（日本海中部地震） 
ほぼ０％ ほぼ０％ ほぼ０％ 海域Ａの参考 

秋田県沖の地震 １％程度以下 ３％程度以下 ５％程度以下 

海域Ｂの参考 
佐渡島北方沖の地震 １％～２％ ３％～６％ ５％～10％ 

山形県沖の地震 ほぼ０％ ほぼ０％ ほぼ０％ 

海域Ｃの参考 
新潟県北部沖の地震 ほぼ０％ ほぼ０％ ほぼ０％ 

（資料：地震調査研究推進本部） 

第２ 本市の津波防災対策の前提となる地震 

秋田県が「秋田県地震被害想定調査 報告書（平成25年８月）」の中で示した上記６つの海域

地震の中で、国の地震調査研究推進本部の長期評価や歴史的な根拠に基づき、本市に最も大きな

影響を与える海域地震は「海域Ａ」の地震である。そのため、「海域Ａ」の被害想定を、「科学

的知見を踏まえ、あらゆる可能性を考慮した最大クラスの津波」として採用し、これを前提とし

て本市の津波対策を推進する。 

なお、国の「日本海における大規模地震に関する調査検討会（平成26年８月）」により「津波

防災地域づくりに関する法律」に基づく震源モデルが示された。今後、県がそのモデルによる浸

水想定を実施した場合は、速やかに本計画の見直しを行う。 

 

第３ 津波シミュレーション結果 

「秋田県地震被害想定調査 報告書（平成25年８月）」に示されている「海域Ａ」の津波シミ

ュレーション結果は、以下のとおりである。 

 

１ 沿岸市町における最大津波高と到達時間 

 

地点名 最大津波高（ｍ） 到達時間（分） 

八峰町 9.85 24 

能代市 7.06 24 

三種町 6.58 26 

男鹿市１ 6.34 26 

男鹿市２ 5.72 16 

潟上市 3.62 34 

秋田市 4.65 35 

由利本荘市１ 2.91 33 

由利本荘市２ 2.17 31 

にかほ市 2.29 30 

（資料：「秋田県地震被害想定調査 報告書 平成25年８月」） 
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２ 津波浸水分布図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

海域Ａ 最大浸水深分布図（施設有り、包絡値）能代市域 

（資料：「秋田県地震被害想定調査 報告書 平成25年８月」） 
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３ 被害想定結果（能代市） 

海域Ａの想定地震による能代市の主な被害想定結果は、以下のとおりである。 

 

想定地震 

項目 
海域Ａ 

マグニチュード 7.9 

最大震度 ６弱 

発生条件 夏10時 冬２時 冬18時 

建物被害 

全壊棟数（棟） 1,381 1,400 

半壊棟数（棟） 1,876 1,850 

焼失棟数（棟） ２ ２ 54 

炎上出火件数 １ １ ２ 

地震動による 

人的被害※ 

死者数（人） ０ ２ ２ 

負傷者数（人） 123 197 150 

 うち重傷者数 １ ２ ２ 

細街路被害 延長912,959ｍ 20,822 20,892 

ライフライン

被害 

上水道 
被害箇所 92 

断水人口（人） 20,675 

下水道 
被害延長（ｍ） 3,638 

機能支障人口（人） 851 

都市ガス 機能支障人口（人） － 

ＬＰガス 機能支障人口（人） 825 

電力 停電世帯数（世帯） 10,117 10,442 10,442 

通信 不通回線数（本） 237 240 292 

孤立集落数 ０ ０ 

避難者数 

１日後 6,484 7,111 7,143 

４日後 7,864 8,456 8,488 

１ヶ月後 1,923 2,662 2,697 

震災廃棄物（トン） 215,632 216,152 217,774 

食料 
食料需要量（食分） 28,310 30,443 30,555 

粉ミルク（ｇ） 15,226 16,373 16,434 

飲料水需要量（トン） 62 

応急仮設住宅数 1,828 1,966 1,973 

必要仮設トイレ数 150 157 158 

（資料：平成25年８月 秋田県地震被害想定調査 報告書より抜粋） 
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「海域Ａ」地震の津波による人的被害は以下のとおりである。 

この人的被害は、地震（建物倒壊、急傾斜地崩壊及び火災延焼）による人的被害との重複を 

除去した津波によるものである。 

 

津波発生時の時刻等 
夏14時 

(海水浴客有り) 

夏14時 

(海水浴客無し) 
冬２時 

発災後、すぐに避

難した場合 

死者数（人） ０ ０ １ 

負傷者数（人） ０ ０ ２ 

 うち重傷者数 ０ ０ １ 

早期避難者比率

が高い場合 

（＋呼びかけ） 

死者数（人） １ １ 11 

負傷者数（人） １ １ 32 

 うち重傷者数 ０ ０ 11 

早期避難者比率

が低い場合 

死者数（人） 13 13 30 

負傷者数（人） 360 360 410 

 うち重傷者数 122 122 139 

（資料：「秋田県地震被害想定調査 報告書 平成25年８月」） 

 

○「海域Ａ」地震の津波による道路浸水予測 

（道路延長 87,677ｍ） 

浸 水 深 道路浸水延長（ｍ） 

0.01ｍ以上 0.3ｍ未満 2,764 

0.3ｍ以上 １ｍ未満 1,019 

１ｍ以上 ２ｍ未満 380 

２ｍ以上 ５ｍ未満 103 

５ｍ以上 10ｍ未満 ０ 

10ｍ以上 20ｍ未満 ０ 

合   計 4,266 

 

○「海域Ａ」地震の津波による鉄道浸水予測 

（鉄道延長 38,554ｍ） 

浸 水 深 鉄道浸水延長（ｍ） 

0.01ｍ以上 0.3ｍ未満 263 

0.3ｍ以上 １ｍ未満 108 

１ｍ以上 ２ｍ未満 283 

２ｍ以上 ５ｍ未満 ０ 

５ｍ以上 10ｍ未満 ０ 

10ｍ以上 20ｍ未満 ０ 

合   計 654 
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○その他、主な施設に関する「海域Ａ」地震の津波による浸水可能性 

施  設 浸 水 深 等 

能代火力発電所 0.01ｍ以上 0.3ｍ未満 

災害拠点施設 0.01ｍ以上 0.3ｍ未満：１施設 

危険物取扱施設 0.01ｍ以上 0.3ｍ未満：３施設 

１ｍ以上  ２ ｍ未満：１施設 

 

（資料：「秋田県地震被害想定調査 報告書 平成25年８月」） 

 

４ 被害想定結果の特徴 

(１) 津波による人的被害の状況を見ると、早期避難比率が高い場合と低い場合で、被害の状

況が大きく異なっている。特に発災後すぐに避難した場合は、津波による人的被害が０と

なる場合がある。 

(２) 冬期の被害が大きい。建物被害、避難者数、津波による人的被害についても、冬期の被

害が大きくなっている。 

(３) 施設の津波による浸水深は概ね0.3ｍ未満だが、道路は最大５ｍまで、鉄道は最大２ｍま

で、危険物取扱施設は１箇所で１～２ｍの浸水深が想定されている。 
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第４節 津波防災の基本方針 
 

第１ 津波防災対策の基本方針 

津波防災対策は、“発生頻度は極めて低いものの、発生すれば甚大な被害をもたらす最大クラ

スの津波”と、“比較的発生頻度が高く津波高は低いものの、大きな被害をもたらす津波”の、

二つのレベルの津波を想定し、ハード・ソフトの施策を組み合わせた「多重防御」による地域づ

くりを推進する。 

最大クラスの津波に対しては、「減災」を基本とし、市民等の生命を守ることを最優先に、市

民等の避難を軸としたソフト対策の強化を図るものとする。 

比較的発生頻度の高い津波に対しては、人命保護に加え、住民財産の保護等の観点から、海岸

保全施設の整備等、ハード対策を進めるものとする。 

市は、国土交通大臣が定めた基本指針に基づき、かつ津波浸水想定を踏まえ、津波防災地域づ

くりを総合的に推進するための計画（推進計画）の作成を検討していく。 

 

第２ 本編に記載のない事項の取扱い 

本編に記載のない事項については、「第２編 一般災害対策編」及び「第３編 地震災害対策

編」に準ずる。 
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第２章 災害予防計画 
 

第１節 防災知識の普及啓発 

【実施機関：各部局、防災関係機関】 

 

第１ 基本方針 

津波災害から身を守るためには、自らの命は自らが守るという観点に立って、「海岸付近で強

い地震を感じたら急いで高所に避難」という基本的な事項を周知徹底し、津波発生時に円滑な避

難を実現する必要がある。 

そのため、市は、様々な機会に、多様な手段により、地域の実情に応じて津波防災に関する啓

発及び教育を実施する。 

 

第２ 津波に関する知識の普及・啓発 

市は、津波に関する知識を市民に定着させ、津波発生時に的確な避難行動をとることができる

ように、津波ハザードマップ等を活用し、広報紙、パンフレット、インターネット等の広報媒体

や、研修会や地域コミュニティー活動などの多種多様な手段・機会を活用して、津波防災意識の

向上を図る。 

市民は、日頃から津波防災訓練への参加や、津波ハザードマップ等により、避難場所や避難経

路を確認すると共に、自治会・町内会や自主防災組織等の自主的な避難体制の構築や、避難行動

要支援者の避難体制の構築に協力する。 

なお、本項に記載のない事項については、第２編 一般災害対策編 第２章 第１節「第４ 市

民に対する防災知識の普及」（P36）に準ずる。 

 

津波防災に関する主な普及啓発内容 

避難行動に関する知識 １ 沿岸で強い揺れを感じた時、またはゆっくりとした揺れを比較

的長く感じた時は、気象台からの情報を待たず、直ちに海岸から

離れた高所に避難する。 

２ 気象台から大津波警報、津波警報が発表された時、海岸付近ま

たは海の中にいる住民や観光客等は、直ちに海岸から離れた安全

な高所に避難する。 

海岸から離れた場所でも、津波が河川を遡上してくるおそれが

あるため、避難の際は、河川に近づかないよう留意する。 

船舶は直ちに港外へ退避する。港外に退避できない小型船は高

所に引き上げて固縛するなど最善の措置をとる。 

３ 津波到達予想時刻及び予想される津波の高さなどの情報を、市

防災行政無線、ラジオ、テレビ、無線及びインターネットなどに

より収集する。 

４ 津波は繰り返し襲ってくるので、津波警報等が解除されるまで

海岸に近づかない。 
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津波に関する想定・予測

の不確実性 

１ 地震・津波は自然現象であり、想定を超える可能性がある。 

２ 地震発生直後に発表される津波警報等の精度には一定の限界

がある。 

３ 浸水想定区域外でも浸水する可能性がある。 

４ 避難場所の孤立や避難場所自体の被災も有り得る。 

家庭での予防・安全対策 １ ３日分の食料、飲料水、携帯トイレ、トイレットペーパー等の

備蓄、非常特出品（救急箱、懐中電灯、ラジオ、乾電池等）の準

備を行う。 

２ 負傷の防止や避難路の確保の観点からの家具・ブロック塀等の

転倒防止対策を行う。 

その他 １ 津波警報等発表時や避難指示、避難勧告の発令時にとるべき行

動、避難場所での行動を決めておく。 

２ 家庭内における津波発生時の連絡方法や避難ルールの取決め

を行う。 

 

第３ 防災教育の推進 

市は、県と連携して、学校教育はもとより、様々な場で教育の専門家や現場の実務者等の協力

を得るなどして、地域の特徴や過去の津波の教訓等について、継続的な防災教育に努める。 

なお、過去の津波被害の教訓については、調査結果や各種資料を収集・整理し、防災教育等に

活用するなど、長期的視点に立って広く市民に伝承されていくよう努める。 

本項に記載のない事項については、以下に準ずるものとする。 

○「市及び防災関係機関の職員に対する防災教育」については、第２編 一般災害対策編 第

２章 第１節 第２（P35）に準ずる。 

○「学校等における防災教育」については、第２編 一般災害対策編 第２章 第１節 第５

（P38）に準ずる。 

 

第４ 津波防災訓練の実施 

市は、市民及び防災関係機関等と連携し、津波災害を想定した情報収集伝達、避難等の総合訓

練を定期的に実施する。 

また、この訓練から得られた課題を整理・検討のうえ、防災関係職員への防災教育に反映させ

る。 

 

第５ 学術機関との連携 

･･････････第２編 一般災害対策編 第２章 第１節 第３（P36）に準ずる。 

 

第６ 防災上重要な施設の管理者等の教育 

･･････････第２編 一般災害対策編 第２章 第１節 第６（P39）に準ずる。 

 

第７ 企業における防災教育・役割 

･･････････第２編 一般災害対策編 第２章 第１節 第７（P39）に準ずる。 
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第８ 地域コミュニティーにおける防災教育の普及推進 

･･････････第２編 一般災害対策編 第２章 第１節 第８（P40）に準ずる。 

 

第９ 防災に関する意識調査 

･･････････第２編 一般災害対策編 第２章 第１節 第９（P40）に準ずる。 
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第２節 災害情報の収集・伝達体制の整備 

【実施機関：各部局、防災関係機関】 

 

第１ 基本方針 

津波からの迅速かつ確実な避難を実施するためには、津波情報の迅速な収集・伝達が必要不可

欠である。 

そのため、市は、地震発生時の海面監視体制の整備に努めるとともに、津波情報等の収集・伝

達体制の強化を行う。 

 

第２ 海面監視体制の整備 

１ 市は、津波の来襲にそなえ、海面を監視する体制をあらかじめ確立しておく。 

２ 海面監視については、高所からの監視や退避ルートの選定、海面監視に関するルールの設

定等、監視者の安全確保に関する準備を十分に行う。 

 

第３ 情報収集及び伝達 

１ 秋田県総合防災情報システムで県から津波情報を得たときは、迅速に防災関係機関に伝達

するよう伝達体制の整備に努める。 

２ 市は、津波情報を得たときは、その内容を迅速、確実に市民に伝達するための計画を、具

体的に作成しておく。 

３ 市は、市民に対する伝達手段としての防災行政無線、サイレン等の機能の維持に努める。

また、要配慮者に配慮した伝達方法の整備に努める。 

４ 市は、多数の人出が予想される海水浴場、海浜の行楽地、釣り場、港湾、漁港及び沿岸部

の工事区域等に対する津波情報、避難指示等の伝達について、あらかじめ地域住民、団体施

設管理者、事業者等との協力体制を確立しておく。 

５ その他、記載のない事項については、第２編 一般災害対策編 第２章 第４節「第３ 情

報収集伝達体制の整備」（P47）に準ずる。 
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（注）二重枠の機関は、気象業務法第15条の規定に基づく法定伝達先機関 

（注）二重線の経路は、特別警報が発表された際に、通知若しくは周知の措置が義務づけられている伝達経路 

 

地震・津波情報、津波予報の伝達系統図 
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災害に関する情報の連絡系統図 

 

第４ 情報の共有化 

･･････････第２編 一般災害対策編 第２章 第４節 第４（P48）に準ずる。 

 

第５ 非常用電源の確保 

･･････････第２編 一般災害対策編 第２章 第４節 第５（P48）に準ずる。 

 

第６ 非常通信ルートの活用 

･･････････第２編 一般災害対策編 第２章 第４節 第６（P48）に準ずる。 
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システム 
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第３節 避難体制の整備 

【実施機関：総務部、消防本部】 

 

第１ 基本方針 

津波による人的被害を軽減する方策は、避難行動が基本となる。 

市は、津波からの迅速かつ確実な避難を実現するために、緊急避難場所、避難路等の確保等、

避難体制の整備を推進し、津波ハザードマップ等を活用して市民への周知徹底を図る。 

 

第２ 緊急避難場所の指定・整備 

市は、山本組合総合病院及びしらかみ看護学園を津波避難ビルとして指定している。これらの

施設のほか、高台や、公共機関または民間が保有する堅固な中・高層建物等を津波発生時の緊急

避難場所として指定するよう検討を進める。 

さらに、これら緊急避難場所や避難路等の周知を図るため、統一的な図記号を利用した、分か

りやすい誘導標識や案内板等を設置する。 

 

第３ 避難路等の整備 

１ 市は、津波に対する避難路の指定を行う。 

２ 市は、市民が徒歩等で確実に避難できるよう、避難路の整備等を行い、日頃から定期的な

点検により安全性を確保する。 

３ 避難路の選定に当たっては、避難活動が円滑かつ安全に行われるよう、耐震性、道路の幅

員、浸水、崖崩れ等の危険がないことなどを考慮する。 

 

第４ 避難方法・避難誘導 

地震、津波の発生時には、家屋の倒壊、落下物、道路の損傷、渋滞・交通事故等が発生するお

それがあることから、津波発生時の避難の方法については徒歩によることを原則とする。ただし、

津波到達時間や指定避難所までの距離、避難行動要支援者の存在、避難路の状況等を踏まえて、

やむを得ず自動車により避難せざるを得ない場合もあることから、市は警察と連携を図りながら、

避難者が自動車で安全かつ確実に避難できる方策をあらかじめ検討する。 

避難行動要支援者の避難誘導については、家族、介護者、福祉関係機関及び防災関係機関の緊

密な連携・連絡及び協力体制を整備する。 

市は、消防職・団員、警察官、市職員など防災対応や避難誘導に当たる者の危険を回避するた

め、津波到達時間内での防災対応や避難誘導についての行動ルールを定めるよう努める。 

 

第５ 住民の避難行動の認識の徹底 

自然災害に対しては、各人が自らの判断で避難行動をとることが原則である。 

市は、市民に対し、避難行動に関する基本的な対応等の周知・徹底を図る。 

市民は、平常時から自分自身で、津波からの避難先や避難路等について、十分に確認を行うも

のとする。 

「各人の避難行動に関する基本的な対応等」については、資料編○○（Ｐ○○）に示す。 
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第６ 津波ハザードマップの作成・活用 

市は、能代沖を震源とする地震により８ｍの津波が発生した場合の津波浸水域、津波浸水深、

避難施設等を示した「能代市津波ハザードマップ（暫定版）」を作成し、公表している。 

今後、国や県の新たな津波浸水想定を踏まえ、必要に応じて「能代市津波ハザードマップ（暫

定版）」の改定を行う。 

改定した「能代市ハザードマップ」については、改めて市民への周知を行うとともに、防災訓

練や避難訓練への活用など、活用範囲の拡大を図り、市民に対し、津波災害に関する十分な知識

の普及を行う。 

 

第７ 津波避難計画の策定 

市は、秋田県津波避難計画策定指針に基づき、居住者等が円滑に避難できるように避難対象地

域、緊急避難場所、避難路、避難指示・勧告のための情報収集・伝達方法等を定めた津波避難計

画を策定する。 

なお、津波避難計画の策定に当たっては、高齢者、障がい者、外国人、乳幼児、妊産婦等の要

配慮者に十分配慮したものとし、被災時の男女のニーズの違い等、男女双方の視点に十分配慮す

るよう努めるものとする。 

 

第８ その他の避難行動 

第１～７以外の事項については、第３編 地震災害対策編 第２章 第６節「第２ 避難行動」

（P386）に準ずる。 

 

第９ 避難生活等 

･･････････第３編 地震災害対策編 第２章 第６節 第４（P391）に準ずる。 

 

第10 関係機関の実施範囲 

･･････････第２編 一般災害対策編 第２章 第５節 第５（P57）に準ずる。 

 

第11 応急仮設住宅・公営住宅供給計画 

･･････････第２編 一般災害対策編 第２章 第５節 第６（P58）に準ずる。 
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第４節 津波防御施設等の整備 

【実施機関：総務部、環境産業部、都市整備部、消防本部、防災関係機関】 

 

第１ 基本方針 

津波による被害を防ぐ、または軽減するためには、津波に強いまちづくりを推進する必要があ

る。 

そのため、県は、海岸保全計画に基づいた港湾、漁港及び海岸施設等の整備を行う。市は、「津

波防災地域づくりに関する法律」（平成23年法第123号）に基づいた総合的な対策を推進する。 

 

第２ 海抜表示シートの設置 

市は、国及び県と連携し、津波被害軽減の対策のひとつとして、標識柱等の道路施設に海抜表

示シートを設置することにより、道路利用者や地域住民の津波に対する防災意識の向上を図る。 

 

第３ 海岸保全 

１ 現況 

本市の海岸の総延長は15.8㎞で砂浜海岸となっている。砂浜海岸では冬期風浪等により年

々浸食が進行しているため、昭和31年海岸法制定により本格的に対策工事に着工し、逐次海

岸保全施設整備を促進中である。さらに、海岸利用者の安全確保のため、落合海岸、能代港

（大森地区）に安全情報伝達施設を整備済である。 

 

２ 対策 

県では、海岸保全施設を整備し、津波などから海岸及び背後地を防護するとともに、巡視

員によるパトロール等を実施し、施設の保全に努めている。 

 

第４ 港湾施設 

１ 現況 

能代港は、昭和49年８月開港し、昭和56年５月にエネルギー政策の一環として、能代火力

発電所の立地が決定され、重要港湾に指定された。その後、港湾整備は順調に進められ、県

北部の物流、産業を支える基盤として重要な役割を担ってきた。また、平成18年12月には、

総合静脈物流拠点港（リサイクルポート）に指定され、リサイクル関連貨物を取り扱う静脈

物流の拠点港としての役割も担っている。 

こうしたなかで、港湾区域は、市街地に近接した親水空間であり、地域住民等が港に親し

むための空間の形成や、海洋レクリエーション等の役割も求められており、緑地も含めた港

湾環境の早期整備が進められている。 

 

２ 対策 

(１) 設計津波の設定等 

港湾における津波防災は、施設の利用継続と、背後地を守る対策が必要である。 

このため、県は、「設計津波」の水位を想定し、既存施設への影響の確認と対策を推進

するとともに、粘り強く機能を発揮できるようにするなどの対策を講じる。 
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背後地については、津波による浸水から生命・財産を守るための対策を推進する。 

なお、能代地域海岸における設計津波の水位等は、以下のとおりである。 

 

現「秋田県沿岸海岸保全基本計画」の堤防高 5.5～6.8ｍ 

設計津波の水位 4.1ｍ 

 

(２) 避難対策施設、機器の整備 

ア 津波発生時の情報伝達のため、港湾工事や荷役業務等を行う各事業所に独自に無線通

信機器を整備するよう指導する。 

イ 防災行政無線については、常に整備、点検を実施し機能の維持に努める。 

ウ 津波来襲時に備え、一時避難を考慮した盛土による築山等を港湾緑地内に設置する。 

(３) 屋外蔵置貨物等の流出防止対策 

屋外蔵置貨物等については、屋内への移動や貨物の固定等、津波発生時の流出防止対策

を促進する。 

 

第５ 漁港及び船舶係留施設 

１ 現況 

市内には指定された漁港はないが、秋田県北部漁業協同組合能代支所、能代市浅内漁業協

同組合が存在しており能代港湾内に漁船船舶係留施設が設置されている。 

 

２ 対策 

津波災害時における船舶の被害を防止するため、十分注意を図るよう指導する。  

 

第６ 防災拠点施設の津波防災対策 

市庁舎の新庁舎南棟は、発電設備や電算室、市災害対策本部等の重要緒室を３階以上に配置し、

津波にも備えた造りとなるよう計画している。 

防災関係機関は、津波発生時においても防災拠点機能を維持・継続するために、通信設備や非

常用発電機の上層階への設置、代替施設への機能移転の訓練等、津波による浸水を想定した対策

を講じる。 

 

第７ 津波防災地域づくりの推進 

市は、「津波防災地域づくりに関する法律」に基づいた津波被害想定に基に、ハード・ソフト

の施策を組み合わせた「多重防御」による津波防災地域づくりを推進する。 

 

第８ 適正な土地利用の推進 

地震・津波等に対する危機感から、安全性の高い土地需要の増加により、特定地域の地価が高

騰しないよう注視する必要がある。 

市は県と連携して、適正かつ合理的な土地利用を推進し、計画の必要な見直しを行っていくこ

ととする。 
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第９ 津波防災推進計画の策定 

市は、「津波防災地域づくりに関する法律」に基づく推進計画を策定する際には、都市計画法

で定められている「市町村の都市計画に関する基本的な方針」と調和が保たれたものとし、必要

に応じて当該方針の見直しを行う。 
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第３章 災害応急対策計画 
 

第１節 災害応急活動体制 

【実施機関：各部局、消防本部、防災関係機関】 

 

第１ 基本方針 

大規模地震や大津波が発生した場合、人命損傷にとどまらず、家屋の倒壊や流出、火災や崖崩

れの発生、道路・橋梁の損壊、生活関連施設の機能障害等、市内の広い範囲にわたり大きな被害

が発生することが予想される。 

このような被害の拡大を防止し、被災者の救援救護に全力をあげて対処するため、市は、迅速

かつ的確な活動体制の確立を行い、災害応急対策に万全を期する。 

 

第２ 応急活動体制の基本 

･･････････第２編 一般災害対策編 第３章 第１節 第２（P148）に準ずる。 

 

第３ 防災活動体制 

･･････････第２編 一般災害対策編 第３章 第１節 第３（P149）に準ずる。 

 

第４ 能代市災害対策本部等 

１ 設置及び廃止基準 

(１) 設置、廃止の通知・公表 

ア 市は、市災害対策本部等を設置または廃止した場合、市役所庁内及び地域センター、

関係指定地方行政機関の長、知事、関係指定公共機関の長、所轄警察署長、消防機関の

長、隣接町長、一般市民に対して電話、その他の適宜の方法で周知する。 

イ 市災害対策本部を設置したときは、本部標識を庁舎玄関等に設置する。 

(２) 設置基準 

市長は、災害が発生し、または発生するおそれがある場合で次の基準に該当し、必要が

あると認めるときは、市災害対策本部等の設置を指示する。 

設置基準は次のとおりとする。 
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名  称 設置場所 設  置  基  準 主要業務 構成員 

災害対策

本部 

市庁舎 １ 震度６弱以上の地震が

発生したとき 

２ 気象庁が、秋田県に「大

津波警報」の特別警報を発

表したとき 

３ 地震及び津波により市

域に相当規模の災害が発

生、または発生するおそれ

がある場合で市長が必要

と認めたとき 

４ その他の状況により市

長が必要と認めたとき 

 

 

 

 

１ 災害情報の収集

・分析、伝達・指

示 

２ 救出・救護活動 

３ 応急活動対策 

４ 避難対策 

５ 広報活動 

６ その他市長から

の特命事項 

本部長 

市 長 

副本部長 

副市長 

本部員 

監査委員 

教育長 

消防長 

消防団長 

総務部長 

企画部長 

市民福祉部長 

環境産業部長 

環境産業部主幹 

都市整備部長 

二ツ井地域局長 

会計管理者 

教育部長 

議会事務局長 

※必要に応じて国

・県・防災関係機

関から連絡調整

員として本部へ

派遣を求める 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第４編 津波災害対策                            第３章 災害応急対策計画 

                                       第１節 災害応急活動体制 

- 515 - 

名  称 設置場所 設  置  基  準 主要業務 構成員 

災害対策 

警戒部 

市庁舎 １ 震度５弱または５強の地

震が発生したとき 

２ 気象庁が、秋田県に「津波

警報」を発表したとき 

３ その他の状況により、市長

が必要と認めたとき 

１ 災害情報の収

集・分析、伝達

・指示 

２ 災害警戒 

３ 初期緊急応急

対策計画の検討

・実施 

４ 計画実施のた

めの動員の検討 

５ 災害対策本部

設置への移行準

備 

６ その他市長か

らの特命事項 

部長 

副市長 

副部長 

総務部長 

部員 

企画部長 

市民福祉部長 

環境産業部長 

環境産業部主幹 

都市整備部長 

二ツ井地域局長 

会計管理者 

教育部長 

議会事務局長 

災害対策 

連絡部 

市庁舎 

総務部 

総務課 

１ 震度４の地震が発生した

とき 

２ 気象庁が、秋田県に「津波

注意報」を発表したとき 

３ その他の状況により、市長

が必要と認めたとき 

１ 災害情報の収

集・分析、伝達

・指示 

２ 初期緊急応急

対策計画の検討

・実施 

３ 計画実施のた

めの動員体制の

検討 

４ その他市長か

らの特命事項 

部長 

総務部長 

部員 

企画部長 

市民福祉部長 

環境産業部長 

環境産業部主幹 

都市整備部長 

二ツ井地域局長 

会計管理者 

教育部長 

議会事務局長 

震度３以下の地震発生の場合は、被害の有無等を勘案して総務部総務課長の判断により、総

務部総務課職員が初動対応する。ただし、被害が発生し、部局ごとの対応が必要なとき、総務

部総務課長は、各課職員の動員を指示する。 

 

名  称 設置場所 設  置  基  準 主要業務 構成員 

情報収集

体制 

市庁舎 

総務課 

防災危機

管理室内 

１ 震度３以下の地震が発生し

た場合で、被害調査及び情報

収集等の初動体制を実施しな

ければならない場合 

２ 県内他市町村及び県外協定

締結市町村等その他の地域に

おいて、災害が発生し、支援

を行う場合 

 

１ 災害情報の

収集・分析 

２ 庁内関係部

局との連絡調

整 

３ 被災地域へ

の支援の実施 

４ その他市長

からの特命事

項 

防災危機管理室職員 

その他必要な職員 
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(３) 廃止基準 

市長は、次のとおり、市災害対策本部等の設置の必要がなくなったと認める場合に、こ

れを廃止する。 

ア 予想した災害の危険が解消したと認められるとき 

イ 災害発生後における応急措置が完了したと認められるとき 

(４) 現地対策本部の設置 

ア 市災害対策本部長は、早急な諸対策等を行うために必要と認めたときは、現地災害対

策本部を災害発生地域に設けることができる。 

イ 現地災害対策本部長及び同本部員等については、市災害対策本部長が指名するものを

もってこれに充てる。 

ウ 現地災害対策本部は、常に本部と連絡を保ち、適切な措置を講ずるものとする。 

 

２ 市災害対策本部長等の職務代行 

市災害対策本部長等が職務を執ることが出来ない場合であっても本部等の機能を維持す

るため、本部長等の職務代行者を次のとおり定める。 

(１) 市災害対策本部長の職務代行者 

第一順位 副市長 

第二順位 総務部長 

第三順位 企画部長 

(２) 市災害対策本部副本部長の職務代行者 

第一順位 総務部長 

第二順位 企画部長 

第三順位 市民福祉部長 

 

３ 市災害対策本部等への移行措置 

市災害対策警戒部長（副市長）または市災害対策連絡部長（総務部長）は、被害の拡大に

より現在の体制より上位の体制による応急対策の実施等の必要があると認める時は、当該上

位の体制の設置権者に対して体制の移行を具申し、これにより上位の体制が設置された時は、

同時に現在の体制を廃止する。 

 

４ 市災害対策本部等事務局 

市災害対策本部、市災害対策警戒部、市災害対策連絡部に事務局をおき、別表の事務分掌

に従い、事務に従事する。 

(１) 事務局の設置場所は、総務部総務課（または本庁舎第１・２会議室）とし、総務部総務

課長を事務局長とする。 

(２) 事務局長は、市災害対策本部長（災害対策警戒部長、災害対策連絡部長）指揮下に情報

を共有し、緊急対応が円滑に行われるよう市災害対策本部の各部（班）の連絡調整に当た

る。 

 

５ 能代市災害対策本部組織編成表 

･･････････第２編 一般災害対策編 第３章 第１節 第４ ５（P155）に準ずる。 
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６ 能代市災害対策本部の事務分掌 

･･････････第２編 一般災害対策編 第３章 第１節 第４ ６（P156）に準ずる。 

 

第５ 市災害対策本部会議の開催 

･･････････第２編 一般災害対策編 第３章 第１節 第５（P165）に準ずる。 

 

第６ 複合災害発生時の体制等 

･･････････第２編 一般災害対策編 第３章 第１節 第７（P166）に準ずる。 

 

第７ 市域外での災害発生時の措置 

･･････････第２編 一般災害対策編 第３章 第１節 第８（P166）に準ずる。 
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第２節 職員の動員体制 

【実施機関：各部局】 

 

第１ 基本方針 

津波による被害から市民の生命・身体及び財産を守るため、市職員は、地震発生時または津波

注意報・警報等の発表時において、動員基準及び動員計画に基づいて迅速に参集し、所掌業務に

基づいた応急復旧対策に従事する。 

なお、動員対象になっていない職員においても、自ら積極的に災害情報を収集し、災害対策本

部等に報告する責務を有するものとする。 

 

第２ 職員の動員基準 

職員の参集は、「緊急連絡網」「職員参集メール」による連絡に基づく参集と、動員基準に基

づく自主参集を基本とする。 

 

１ 通常時の動員基準 

職員は、次の基準に従い、直ちに自主登庁するものとする。また、動員指示があった場合

は、職員は所属勤務場所または指定された施設等に参集する。 

 

動員区分 
市内の 

観測震度 

市内の津波注

意報・警報 
市の体制 職員の参集基準 

第１次動員 震度４ 津波注意報 災害対策連絡部 ・部長級、課長級、課長補佐級職員 

・本庁舎、及び二ツ井町庁舎勤務職

員のうち各庁舎から通勤距離が

２ｋｍ以内に居住する職員 

・各施設の長（体育館、公民館、地

域ｾﾝﾀｰ、保育所等） 

・総務部総務課職員 

・二ツ井地域局総務企画課に所属す

る防災担当職員 

・その他各部において必要と認めら

れる指定職員 

第２次動員 震度５弱 

または５強 

津波警報 災害対策警戒部 ・上記職員に副市長、係長職員を加

える。 

第３次動員 震度６弱以上 大津波警報 

（特別警報） 

災害対策本部 ・全職員 

※ 上位の体制に移行する場合は、速やかに所定の要員に連絡をとり、参集する。 

 

２ 休日・夜間の動員 

職員は、能代市職員服務規則第22条の規定に基づき、休日等若しくは勤務時間外に動員基

準に該当する地震が発生したときや、津波注意報・警報等の発表、庁舎またはその付近に火

災その他の非常事態が発生したことを知ったときは、直ちに登庁しなければならない。 

参集不能の場合は、所属長にその旨、連絡するように努める。 
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第３ 職員の初期対応及び参集における心得 

･･････････第２編 一般災害対策編 第３章 第２節 第３（P168）に準ずる。 

 

第４  職員のとるべき緊急措置   

･･････････第２編 一般災害対策編 第３章 第２節 第４（P169）に準ずる。 

 

第５ 動員計画 

･･････････第２編 一般災害対策編 第３章 第２節 第５（P169）に準ずる。 

 

第６ 応急公用負担 

･･････････第２編 一般災害対策編 第３章 第２節 第６（P173）に準ずる。 

 

第７ 防災関係機関の活動体制 

･･････････第２編 一般災害対策編 第３章 第２節 第７（P173）に準ずる。 

 

第８ 応援要請等 

･･････････第２編 一般災害対策編 第３章 第２節 第８（P174）に準ずる。 

 

第９ 職員の派遣要請 

･･････････第２編 一般災害対策編 第３章 第２節 第９（P174）に準ずる。 

 

第10 応急措置の代行 

･･････････第２編 一般災害対策編 第３章 第２節 第10（P174）に準ずる。 
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第３節 津波情報、津波予警報等の伝達 

【実施機関：各部局、防災関係機関】 

 

第１ 基本方針 

津波に関する情報（特別警報、警報、注意報等）を受信したときは、市民及び関係機関に対し

迅速かつ適切に情報を伝達し、効果的な災害応急対策活動や確実な避難の実施に役立てる。また、

伝達する内容は、避難行動要支援者の安全で円滑な避難を確保する責務から、分かりやすい表現

に努める。 

 

第２ 津波警報等 

１ 津波警報等 

秋田地方気象台は、津波による災害の発生が予想される場合に、大津波警報、津波警報ま

たは津波注意報を発表する。 

なお、大津波警報は、津波特別警報に位置付けられる。 

 

警報・注意報 

の種類 
発表基準 解   説 

発表される津波の高さ 

数値の 

発 表 

巨大地震

の場合の

発表 

大津波警報 

(特別警報) 

予想される津波の高さが

高いところで３ｍを超え

る場合 

高いところで10ｍを超え

る津波が予想されるので、

厳重に警戒する。 

５ｍ、10ｍ、 

10ｍ超 
巨大 

津波警報 

予想される津波の高さが

高いところで１ｍを超え、

３ｍ以下の場合 

高いところで３ｍ程度の

津波を予想されるので、警

戒する。 

３ｍ 高い 

津波注意報 

予想される津波の高さが

高いところで0.2ｍ以上、

１ｍ以下の場合であって、

津波による災害のおそれ

がある場合 

高いところで１ｍ程度の

津波が予想されるので、注

意する。 

１ｍ - 

注）１ 津波による災害のおそれがなくなったと認められる場合、津波警報等の解除を行う。この
うち、津波注意報は、津波の観測状況等により、津波がさらに高くなる可能性は小さいと判
断した場合には、津波の高さが発表基準未満となる前に、海面変動が継続することや留意事
項を付して解除を行う場合がある。 

２ 「津波の高さ」とは、津波によって潮位が高くなった時点におけるその潮位とその時点に
津波がなかったとした場合の潮位との差であって、津波によって潮位が上昇した高さをいう。 

 

２ 津波予報 

秋田地方気象台は、地震発生後、津波による災害が起こるおそれがない場合には、以下の

内容を津波予報で発表する。 
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 発表基準 内 容 

津波

予報 

津波が予想されない時 

（地震情報に含めて発表） 
津波の心配なしの旨を発表 

0.2ｍ未満の海面変動が予想された時 

（津波に関するその他の情報に含めて発表） 

高いところでも0.2ｍ未満の海面変動の

ため被害の心配はなく、特段の防災対応

の必要がない旨を発表 

津波注意報解除後も海面変動が継続する時 

（津波に関するその他の情報に含めて発表） 

津波に伴う海面変動が観測されており、

今後も継続する可能性が高いため、海に

入っての作業や釣り、海水浴などに際し

ては十分な留意が必要である旨を発表 

 

３ 津波情報 

津波警報等を発表した場合、津波の到達予想時刻や予想される津波の高さなどをお知らせ

する。 

 

 情報の種類 内   容 

津波情報 

津波到達予想時刻・予想される

津波の高さに関する情報 

各津波予報区の津波の到達予想時刻※や予想さ

れる津波の高さ（発表内容は津波警報等の種類の

表に記載）を発表 

※ この情報で発表される到達予想時刻は、各津

波予報区でもっとも早く津波が到達する時刻で

ある。場所によっては、この時刻よりも１時間以

上遅れて津波が襲ってくることもある。 

各地の満潮時刻・津波到達予想

時刻に関する情報 
主な地点の満潮時刻・津波の到達予想時刻を発表 

津波観測に関する情報（※１） 沿岸で観測した津波の時刻や高さを発表 

沖合の津波観測に関する情報

（※２） 

沖合で観測した津波の時刻や高さ、及び沖合の観

測値から推定される沿岸での津波の到達時刻や

高さを津波予報区単位で発表 

 

※１ 津波観測に関する情報の発表内容について（沿岸で観測された津波の最大波の発表内容） 

警報・注意報の発表状況 観測された津波の高さ 内   容 

大津波警報を発表中 
ｌｍ超 数値で発表 

１ｍ以下 「観測中」と発表 

津波警報を発表中 
0.2ｍ以上 数値で発表 

0.2ｍ未満 「観測中」と発表 

津波注意報を発表中 （全ての場合） 
数値で発表（津波の高さがごく小さい場合

は「微弱」と表現） 
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※２ 沖合の津波観測に関する情報の発表内容について 

沖合で観測された津波の最大波（観測値及び沿岸での推定値）の発表内容 

警報・注意報の 

発表状況 

沿岸で推定される津

波の高さ 
内    容 

大津波警報を発表中 

３ｍ超 沖合での観測値、沿岸での推定値とも数値で発表 

３ｍ以下 
沖合での観測値を「観測中」、沿岸での推定値を

「推定中」と発表 

津波警報を発表中 

１ｍ超 沖合での観測値、沿岸での推定値とも数値で発表 

１ｍ以下 
沖合での観測値を「観測中」、沿岸での推定値を

「推定中」と発表 

津波注意報を発表中 （全ての場合） 沖合での観測値、沿岸での推定値とも数値で発表 

※ 沿岸からの距離が100kmを超えるような沖合の観測点では、津波予報区との対応付けが難し

いため、沿岸での推定値は発表しない。また、観測値についても、他の観測点で観測値や推

定値が数値で発表されるまでは、「観測中」と発表する。 

 

第３ 地震・津波情報、津波予報の伝達 

秋田地方気象台から地震・津波情報、津波予報等が発表されたとき、県、市及び防災関係機関

等は速やかに受領し、次により沿岸住民及び船舶等に伝達する。 

 

県 県は、総合防災課が情報・予報を受領する。総合防災課長は、県総合

防災情報システムにより市長、消防本部消防長及び防災関係機関等に通

知する。 

市 １ 市において情報の伝達を受けた場合は、総務部総務課長は各部長に

伝達する。 

２ 市長は、受領した情報・予報を本計画の定めるところにより、防災

行政無線、広報車等で速やかに市民及び関係団体等に伝達し、周知徹

底を図る。 

３ 震度４以上と推測される揺れを感じたとき、または揺れが弱く長い

周期の地震を感じたときは、気象台の津波予報発表を待たずに海面の

監視態勢に努める。 

４ 海面監視情報は、電話、防災行政無線等により市長に伝達する。 

放送機関 受領した情報・予報は放送を介し直ちに広報する。また、津波警報ま

たは津波注意報の伝達については、気象業務法に定めるとおりとする。 

その他の 

防災関係機関 

防災関係各機関は、ラジオ・テレビ放送等に留意するとともに、さら

に県及び市と積極的な連絡調整に努め、関係機関が相互協力のうえ情報

の周知徹底・共有化を図る。 

１ 警察は、津波予報を警察署、交番等を通じて迅速かつ正確に沿岸住

民に伝達する。 

２ 海上保安部は、船舶等に対する災害に関する情報を次により伝達す

る。 

(１) 被害が予想される海域、または周辺海域の在泊船舶に対しては、

船艇、航空機等を巡回させ、訪船指導の他、拡声器等により周知す
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る。 

(２) 航行船舶に対しては、航行警報または安全通報等により周知する。 

(３) 被害が予想される沿岸海域の住民や海水浴客等に対しては、船艇

航空機等を巡回させ、拡声器等により周知する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）二重枠の機関は、気象業務法第15条の規定に基づく法定伝達先機関 

（注）二重線の経路は、特別警報が発表された際に、通知若しくは周知の措置が義務づけられている伝達経路 

 

地震・津波情報、津波予報の伝達系統図 

住 
 

 
 

 

民 

気 象 庁 

総務省消防庁 

秋田地方気象台 

東日本電信電話㈱ 

東北管区警察局 

日本放送協会 

仙台放送局 

日本放送協会 
秋田放送局 

県警察本部 

秋 田 県 
各消防本部 

警察署・交番など 

㈱秋田放送 

秋田テレビ㈱ 

秋田朝日放送㈱ 

㈱エフエム秋田 

㈱秋田魁新報社 

第二管区海上保安本部 秋田海上保安部 

各港安全協議会 

漁業協同組合 

関係船舶代理店 

船 舶 

関係森林管理署等 東北森林管理局 

東北地方整備局秋田河川国道事務所 

東北地方整備局秋田港湾事務所 

陸上自衛隊第21普通科連隊第２科 

東北電力気象情報システム 

東日本旅客鉄道㈱ 

秋田支社 
関係各駅 

関係事務所等 

東北電力㈱秋田支店 

各営業所・技術センター等 

沿 
 

岸 
 

部 

１ 秋田市 

２ 能代市 

３ 由利本荘市 

４ 男鹿市 

５ 潟上市 

６ にかほ市 

７ 八峰市 

８ 三種市 

内
陸
部 

17市町村 

防
災
行
政
無
線
、
防
災
情
報
メ
ー
ル
、
緊
急
速
報
メ
ー
ル
な
ど 

新聞、テレビ、ラジオ放送 
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第４節 災害情報の収集・伝達 

【実施機関：各部局、消防本部、防災関係機関】 

 

第１ 基本方針 

被害情報等の迅速・的確な把握は、あらゆる応急対策活動の基本となるものである。このため、

市、県及び防災関係機関は、地震が発生した場合は、相互に緊密に連携して迅速かつ的確な情報

収集・報告活動を行う。 

また、被害が甚大であればあるほど、被災地からの情報は発信されなくなる。したがって、連

絡が取れない地域については、重大な被害が発生しているものと想像し、最悪の事態に対応すべ

く、市災害対策本部から人員を派遣する等積極的な情報収集を行う。 

 

第２ 情報収集体制及び伝達系統 

･･････････第２編 一般災害対策編 第３章 第６節 第２（P202）に準ずる。 

 

第３ 被害状況の収集・伝達等 

１  情報の収集 

(１) 災害が発生した場合には、市及び防災関係機関は、その所掌する事務または業務に関し

て、積極的に自ら職員を動員して情報収集に当たるものとする。 

(２) 特に津波浸水区域に関しては、県の消防防災ヘリコプター等を利用した空からの情報収

集に努める。 

(３) 災害の情報収集の取りまとめは、総務部総務課が行う。 

(４) 情報の収集・分析等は総務部総務課の担当とし、常にその現況を明らかにする。 

(５) 情報の収集及び伝達を迅速・的確に行うため、地域別情報等の連絡責任者（調査実施者）

を定めておく。 

(６) 人的被害については、行方不明者の数を含める。特に、行方不明者の数については、捜

索・救助体制の検討等に必要な情報であるため、市は、住民登録の有無にかかわらず、市

の区域（海上を含む。）内で行方不明となった者について、警察等関係機関の協力に基づ

き、正確な情報の収集に努める。 

(７) 市、消防本部、警察署その他の防災関係機関は、連携して被害状況の収集に当たるもの

とする。 
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２ 収集・報告系統 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 市民への伝達 

･･････････第２編 一般災害対策編 第３章 第６節 第４ ４（P203）に準ずる。 

 

４ 防災関係機関との連携 

･･････････第２編 一般災害対策編 第３章 第６節 第４ ５（P203）に準ずる。 

 

５ 被害情報収集時の留意事項 

･･････････第２編 一般災害対策編 第３章 第６節 第４ ６（P204）に準ずる。 

 

第４ 異常現象発見時の措置 

１ 異常現象の通報 

津波の前兆となるような異常現象（海面の異常変動等）を発見した者は、速やかに市長ま

たは警察官若しくは海上保安官に通報するものとする。 

市は、市民や防災関係機関から、災害が発生するおそれのある異常現象を発見した旨の通

報があった場合は、直ちに情報を確認し、所管各関係機関に連絡するとともに、必要な措置

を行う。 

 

２ 被害の発生が予測される場合 

海面水位等の観測者は､被害発生のおそれがある現象、または前兆現象を観測・察知した時

は、直ちに管轄の市長に報告する。 

 

第５ 県に対する報告 

･･････････第２編 一般災害対策編 第３章 第６節 第６（P205）に準ずる。 

 

第６  被害の認定基準 

･･････････第２編 一般災害対策編 第３章 第６節 第７（P208）に準ずる。 

伝　達
市職員による 関係機関
パトロール (警察、消防)

         広報
消防署による 広　報
警戒巡視または巡回 市　　民

警察署による
パトロール

一般住民からの
情報提供

指定地方行政機関、
地方公共機関等から
の情報提供

応急措置実施

各
部
に
お
い
て

、

情
報
受
理

災
害
対
策
本
部
で
災
害
情
報
を
収
集

災
害
情
報
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第７ 安否情報の収集・伝達体制 

･･････････第２編 一般災害対策編 第３章 第６節 第８（P211）に準ずる。 
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第５節 避難対策 

【実施機関：総務部、企画部、市民福祉部、教育部、消防本部、能代警察署、防災関係機関】 

 

第１ 基本方針 

津波が発生し、または発生するおそれがある場合、市は、危険地域の住民等を速やかに安全な

場所へ避難誘導するため、避難指示の発令や避難誘導等を、的確に実施する。避難誘導に当たっ

ては、避難行動要支援者に対し十分な配慮を行う。 

また、避難住民の生活を維持するため、指定避難所の設置及び管理運営の方法について定める。

指定避難所の運営に当たっては、要配慮者及び女性への十分な配慮と、避難者に対するプライバ

シー保護について徹底した対策の実施に留意する。 

 

第２ 避難指示 

･･････････第２編 一般災害対策編 第３章 第10節 第２ ３（P223）に準ずる。 

 

第３ 避難の区分 

･･････････第２編 一般災害対策編 第３章 第10節 第３（P223）に準ずる。 

 

第４  避難指示及び警戒区域の設定 

１  避難指示及び警戒区域設定の実施責任者 

(１) 避難指示の実施責任者 

 

実施責任者 内     容（要件） 根 拠 法 

市   長 災害全般 災対法第60条 

警 察 官 

災害全般（ただし、市長が避難のための立ち

退きを指示することができないと認められ

るとき、または市長から要求があったとき） 

災対法第61条 

警察官職務執行法第４条 

海上保安官     〃   （      〃        ） 災対法第61条 

知   事 

災害全般（ただし災害の発生により市がその

全部または大部分の事務を行うことができ

なくなったとき） 

災対法第60条 

自 衛 官 
    〃 

（警察官がその場にいない場合に限る） 
自衛隊法第94条の２ 

知事またはその

命を受けた職員 

水防管理者 

（市  長） 

洪水または高潮の氾濫についての避難の指

示 
水防法第29条 
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(２) 警戒区域設定の実施責任者 

 

実施責任者 警戒区域設定を行う要件 根 拠 法 規 

市     長 

災害全般 

災害が発生し、または災害が発生しようとし

ている場合で、人の生命または身体に対する

危険を防止するために特に必要があるとき 

災対法第63条 

警  察  官 

・ 

海 上 保 安 官 

災害全般 

市長若しくはその委任を受けた市の吏員が

現場にいないとき、またはこれらの者から要

求があったとき 

災対法第63条 

災害派遣を命ぜ

られた部隊等の

自  衛  官 

災害全般 

市長、警察官及び海上保安官がその場にいな

いとき 

災対法第63条 

消防吏員または

消 防 団 員 

災害（水災を除く）の現場において、活動確

保する必要があるとき 
消防法第28条、第36条 

水防団長、水防団

員または消防機

関に属する者 

洪水、高潮が発生し、水防上緊急の必要があ

る場合 
水防法第21条 

 

２ 避難指示の基準及び報告 

(１) 避難指示 

どのような津波であれ、危険地域からの一刻も早い避難が必要であることから、「避難準

備情報」「避難勧告」は発令せず、基本的には「避難指示」のみを発令する。 

大津波警報、津波警報、津波注意報により、避難の対象とする地域は以下の区分とする。

ただし、津波は局地的に高くなる場合もあること、津波浸水域はあくまでも想定に過ぎず、

想定を超える範囲で浸水が拡大する可能性があることを周知する必要がある。 

 

①大津波警報  ：最大クラスの津波により浸水が想定される地域を対象とする 

②津波警報  ：海岸堤防等が無い又は海岸堤防等が低いため、高さ３ｍの津波によって 

浸水が想定される地域を対象とする 

③津波注意報 ：漁業従事者、沿岸の港湾施設等で仕事に従事する者、海水浴客等を念頭 

に、海岸堤防等より海側の地域を対象とする 
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【避難指示の判断基準】 

１～２のいずれか１つに該当する場合に、避難指示を発令するものとする。 

１：大津波警報、津波警報、津波注意報の発表 

（ただし、避難の対象区域が異なる） 

２：停電、通信途絶等により、津波警報等を適時に受けることができない状況にお

いて、強い揺れを感じた場合、あるいは、揺れは弱くとも１分程度以上の長い

揺れを感じた場合 

※ ２つの設定例を全て判断基準とすることが必須ではなく、各市町村の実情等に

応じて取捨選択する必要がある。 

 

(２) 国及び県への助言の要請 

市は、避難指示の対象地域、判断時期等について、必要に応じて、県、仙台管区気象台、

秋田地方気象台、国土交通省東北地方整備局能代河川国道事務所、国土交通省東北地方整

備局秋田港湾事務所能代事務所等に対して助言を求める。 

(３) 避難指示 

ア 市長 

(ア) 市長による措置 

避難指示を発令するに当たっては、そのときの状況に応じて、前記(１)の基準によ

り判断する。 

なお、危険が急迫し、緊急を要する場合で、市長が避難勧告等を発令できないとき

は、地方自治法第153条の規定により、現場付近にいる、市職員に併任されている消防

本部職員、消防団員、市職員は、市長の権限を代行することができる。ただし、この

場合、速やかに市長に報告し、以後の指示を受けるものとする。 

(イ) 報告 

市長は、避難のため立ち退きを勧告し、若しくは指示し、または立ち退き先を指示

したときは、速やかにその旨を知事に報告する。また、市長が警察官または海上保安

官から避難のための立ち退きを指示した旨の通知を受けたとき、及び避難の必要がな

くなったときも同様に知事に報告する。 

 

 市  長  知   事  

 

イ  警察官 

(ア) 警察官職務執行法による措置 

災害で危険な事態が生じた場合、警察官は、その場に居合わせた者、管理者、その

他関係者に避難を促す等、必要な措置をとるよう命じるとともに、自らその措置をと

る。 

(イ) 災対法による指示 

市長による避難指示ができないと認めるとき、または市長から要求があったときは、

警察官は、必要と認める地域の居住者、滞在者その他の者に対し、避難のための立ち

退きを指示する。 

(ウ) 報告・通知 

Ａ 上記(ア)により警察官がとった措置については、順序を経て公安委員会に報告す

る。 
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 警 察 官  公安委員会  

 

Ｂ 上記(イ)により、避難のため立ち退きを指示したとき及び避難の必要がなくなっ

たときは、その旨を市長に報告する。 

 

 警 察 官  市   長  知   事  

 

ウ 海上保安官 

(ア) 災対法による指示 

上記イの(イ)の警察官に準じる。 

(イ) 報告・通知 

避難のための立ち退きを指示したとき及び避難の必要がなくなったときは、その旨

を市長に通知する。 

 

 海上保安官  市   長  知   事  

 

エ 自衛官 

(ア) 避難等の措置 

自衛隊法により災害派遣を命ぜられた部隊等の自衛官は、警察官がその場にいない

場合に限り、上記イの(ア)警察官職務執行法による措置による避難等の措置をとるこ

とができる。 

(イ) 報告 

上記アにより自衛官がとった措置については、順序を経て大臣の指示する者に報告

する。 

 

 自 衛 官  防衛大臣の指定する者  

 

オ 水防管理者 

(ア) 指示 

洪水または高潮により著しい危険が切迫していると認められたときは、その該当者

に対して、避難のための立ち退きを指示する。 

(イ) 通知 

避難のための立ち退きを指示したときは、当該区域を管轄する警察署長にその旨を

通知する。 

 

 水防管理者  警 察 署 長  

 

カ  知事またはその命を受けた職員 

(ア) 洪水のための指示 

水防管理者の指示と同様 

(イ) 通知 

避難のための立ち退きを指示したときは、当該区域を管轄する警察署長にその旨を

通知する。 
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 知事またはその命を受けた職員  警 察 署 長  

 

(４) 避難指示の解除に当たっての留意事項 

市は、避難指示の解除に当たっては、十分に安全性の確保を行った後に実施する。 

 

３  避難指示の要領 

(１) 避難指示の内容 

避難指示を行う場合は、次の内容を明示して実施するものとする。 

ア 避難の理由（災害種別・規模・二次災害のおそれ等） 

イ 要避難対象地域 

ウ 避難開始時刻 

エ  避難先（指定緊急避難場所、指定避難所） 

オ 避難経路 

カ 避難指示の理由 

キ その他必要な事項 

なお、避難場所（指定緊急避難場所、指定避難所）については、市長が防災関係機関と

協議して最も適当な避難場所（指定緊急避難場所、指定避難所）を指示し、開設する。 

指定緊急避難場所及び指定避難所については、「資料編○○ 指定避難所、指定緊急避

難場所一覧」（P○○）に示す。 

(２) 市民への周知 

避難指示を行った者は、当該地域の住民に対してその内容を周知させるとともに、速や

かに防災関係機関に対して連絡する。 

ア 沿岸住民及び海水局客、その他市民等への周知徹底 

避難指示を行った者は、迅速かつ確実に、その旨を沿岸住民、海水浴客等の海岸付近

にいる人々、その他市民等に対して周知する。また、避難の必要がなくなった場合も、

速やかに周知する。 

(ア) 直接的な周知として、防災行政無線、広報車、サイレン、防災情報メール配信等を

活用する。 

(イ) 消防機関、警察、自治会長・町内会長（自主防災組織）を通じて周知する。 

なお、自治会長・町内会長については、電話、携帯電話へメール送信等により連絡

する。 

(ウ) 報道機関等の協力を得て、間接的に市民に広報する。 

(エ) 登録者に対し、災害情報をメール配信する。 

イ 避難対象地区の巡回確認 

消防職員や消防団等は、避難対象区域を巡回し、避難状況等を市災害対策本部に報告

する。 

ウ 防災関係機関相互の連絡 

避難指示及び解除を行った者は、その旨を防災関係機関に連絡し、現場での情報混乱

を未然に防止する。 

(３) 避難行動要支援者への配慮 

ア 避難情報の伝達 
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避難指示の発令の際に避難情報として伝達される「避難の指示」「避難先」等の情報

は、避難行動要支援者の円滑かつ迅速な避難に当たって重要な情報である。市は、避難

支援等関係者が避難行動要支援者名簿を活用して着実な情報伝達及び早い段階での避難

行動を促進できるよう、その伝達に当たっては、以下の事項に配慮する。 

(ア) 高齢者や障がい者等にも分かりやすい言葉や表現、説明等により、一人ひとりに

的確に伝わるようにすること 

(イ) 同じ障がいであっても、必要とする情報伝達の方法等は異なることに留意するこ

と 

(ウ) 高齢者や障がい者に合った、必要な情報を選んで流すこと 

イ 個別計画の活用 

避難指示が発令された場合、避難行動要支援者の支援プランの「個別計画」に基づき、

あらかじめ定めておいた手段（移動用具、自家用車、福祉車両等）により、避難行動要

支援者をあらかじめ定めておいた場所（指定避難所、社会福祉施設、医療機関等）へ誘

導・搬送する。 

ウ 多様な手段の活用による情報伝達 

自然災害発生時においては、緊急かつ着実な避難指示が伝達されるよう、各種情報伝

達の特徴を踏まえ、防災行政無線（戸別受信機）や広報車による情報伝達に加え、携帯

端末等を活用し、緊急速報メールを活用する等、複数の手段を有機的に組み合わせて情

報伝達を行う。 

また、多様な情報伝達の手段を用いることは、避難支援等関係者の負担を軽減するこ

とにもつながることから、市は、多様な情報伝達の手段を確保するよう努める。 

(４) 報告 

避難の措置を実施したときは、市長は速やかにその旨を知事に報告するものとする。 

(５) 避難指示・勧告マニュアル 

本計画に定めるもののほか、避難指示・勧告マニュアルに基づき、避難指示の伝達を行

うものとする。 

 

４  警戒区域の設定 

(１) 警戒区域の設定 

ア 市長 

市長は、生命または身体に対する危険を防止するため特に必要があるときは、警戒区

域を設定し、災害応急対策に従事する者以外の者に対して、当該区域への立ち入りを制

限、禁止またはその区域からの退去を命ずる。 

イ 警察官 

市長またはその職務を行う職員が現場にいない場合、またはこれらの者から要請があ

った場合、警察官は、市長の権限を代行する。この場合は、直ちにその旨を市長に対し

て通知する。 

 

ウ 自衛官 

災害派遣を命ぜられた部隊等の自衛官は、市長、警察官及び海上保安官が現場にいな

い場合に限り、市長の権限を代行する。この場合は、直ちにその旨を市長に通知する。 

エ  海上保安官 

市長またはその職権を行う職員が現場にいない場合、またはこれらの者から要請があ
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った場合、海上保安官は、市長の権限を代行する。この場合は、直ちにその旨を市長に

対して通知する。 

オ 消防吏員または消防団員 

消防活動・水防活動を確保するために、消防または水防関係者以外を現場付近に近づ

けないよう措置することができる。（消防法第28条、第36条、水防法第21条） 

(２) 警戒区域設定の周知 

警戒区域の設定を行った者は、避難指示と同様に、市民への周知及び防災関係機関への

連絡を行う。 

(３) 警戒区域の設定に当たっての留意事項 

ア 警戒区域の設定範囲は、災害の規模や拡大方向を考慮して的確に決定する。 

イ 警戒区域の周知は、市防災行政無線及び広報車、または消防職員並びに警察官等の警

戒配置者が実施する。 

ウ 警戒区域及び周辺の交通規制を段階的に実施する。 

エ 警戒区域には、要所に「立入禁止」、「車両進入禁止」等の表示板、またはロープ等

で明示する。 

 

第５ 避難誘導 

･･････････第２編 一般災害対策編 第３章 第10節 第５（P232）に準ずる。 

 

第６ 避難路及び避難場所（指定緊急避難場所及び指定避難所）の安全確保 

･･････････第２編 一般災害対策編 第３章 第10節 第６（P233）に準ずる。 

 

第７ 来訪者、入所者等の避難 

･･････････第２編 一般災害対策編 第３章 第10節 第７（P233）に準ずる。 

 

第８ 避難に関する留意事項 

１ 避難指示の周知徹底 

実施責任者は、避難指示を実施した場合は、避難指示の理由、避難先、避難経路及び避難

上の留意事項を明確にし、広報車、伝達員等により、市民に周知徹底する。 

 

２ 避難者の優先順位の設定 

避難の順位は避難行動要支援者を優先するが、避難者の状況を的確に判断し、緊急を要す

る者から順に避難するものとする。 

 

３ 市民の避難対応 

(１) 避難の優先 

避難に当たっては、避難行動要支援者の避難を優先する。 

(２) 携行品の制限 

緊急を要する場合は、貴重品（現金、預金通帳等）、タオル等、円滑な避難行動に支障
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をきたさない最小限度のものとする。 

また、比較的時間に余裕のある場合は、若干の食料、日用身の回り品等とする。 

ア 身分証明書等（住所、氏名、生年月日、血液型等を記載したもの） 

イ １人３食分くらいの食料と２～３リットルの飲料水、タオル、救急医薬品、懐中電灯、

携帯ラジオ等 

ウ 服装は軽装とし、素足を避け、帽子、頭巾、雨具類及び必要に応じ防寒具 

(３) 避難方法 

ア 原則として徒歩避難とする。 

イ 海岸付近にいる者は、津波避難ビル・高台等への速やかな避難を行う。 

ウ 津波避難に際しては、避難指示等を待たずに、自ら率先した避難を実施する。 

エ 津波注意報等が発令されている間は、海岸付近に近づかず、避難を継続する。 

(４) 避難者の移送 

避難者の移送は、原則としてバス等指定した輸送車両による大量輸送とする。なお、必

要に応じて、県に避難者の移送を要請する。 

 

４ 避難誘導者及び避難支援等関係者の安全確保 

被災者の避難誘導等に当たる者及び避難行動要支援者の避難支援に関わる避難支援等関係

者は、自らの安全を確保しつつ、予想される津波到達時間等も考慮のうえで避難勧告・指示

を行う等、避難に当たっての行動ルールを徹底して、安全かつ迅速な避難誘導等を行う。 

 

第９ 指定避難所の開設、運営 

･･････････第２編 一般災害対策編 第３章 第10節 第９（P235）に準ずる。 

 

第10 広域一時滞在 

･･････････第２編 一般災害対策編 第３章 第10節 第10（P241）に準ずる。 

 

第11 指定避難所以外の場所に滞在する被災者への支援 

･･････････第２編 一般災害対策編 第３章 第10節 第11（P241）に準ずる。 

 

第12 帰宅困難者支援 

･･････････第２編 一般災害対策編 第３章 第10節 第12（P242）に準ずる。 

 

第13 指定避難所等の飼養動物対策 

･･････････第２編 一般災害対策編 第３章 第10節 第13（P243）に準ずる。 

 

第14 災害救助法を適用した場合の指定避難所に関する基準 

･･････････第２編 一般災害対策編 第３章 第10節 第14（P243）に準ずる。 
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第６節 消防・救急救助活動対策 

【実施機関：消防本部、秋田海上保安部】 

 

第１ 基本方針 

津波により、多数の要救助救急者が発生したときは、特に、発災当初の72時間が、救命・救助

活動において極めて重要な時間帯であることを踏まえ、人命救助及びこのために必要な活動に、

人的・物的資源を優先的に配分する。 

消防本部は、市及び防災関係機関と連携しながら、その全機能をあげて消防・救助救急活動を

実施し、市民の安全確保と被害の軽減を図る。 

 

第２  消防活動 

大規模な災害が発生したときは、「能代山本広域消防計画」「震災時消防対策計画」「水火災

防ぎょ計画」に基づき、迅速かつ的確に消防・救急活動を実施し、市民の生命身体の安全確保と

被害の軽減を図る。 

 

１ 組織 

(１) 活動体制 

災害が発生したときは、必要に応じて消防本部に「対策本部等」を設置し、状況把握に

努めるとともに消防本部各班へ活動を指示する。 

(２) 動員体制 

消防職員は、次に該当する場合は、速やかに所定の場所に参集する。 

ア 招集の命を受けたとき 

イ 火災警報が発令されたとき 

ウ 居住区域内及びその周辺に火災等が発生したとき 

 

２ 初動措置 

災害が発生し、大きな被害が予想される場合、消防本部及び消防署は、直ちに次の初動措

置をとる。 

(１) 消防本部の初動措置 

ア 情報収集に当たるとともに必要に応じて本部指揮隊を設置し、消防長の指揮監督を受

けて状況の把握と消防活動方針策定の補助及び指揮命令の伝達に当たる。 

イ 災害監視カメラ等で、市域の災害発生状況の確認に努める。 

(２) 消防署の初動体制 

ア 署長は、努めて署指揮隊を編成し、署指揮隊は署長の指揮監督を受けて状況の把握と

消防活動方針策定の補助及び指揮命令の伝達に当たる。 

イ 情報の収集と災害現場での消防活動対応資機材の確認・搬送準備等を行う。 

 

３ 消防団の活動 

大規模災害時には、津波による浸水や、家屋の倒壊等被害が広範に及ぶことが予想される

ため、消防団員は地域に最も密着した防災リーダーとして災害防除に当たるものとし、津波
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に関する災害活動の最大目標は人命救助等とする。 

(１) 救命救助活動 

人命救助事案が発生した場合は、付近住民と協力し、要救助者の救助救出活動に当たり、

負傷者等については応急手当、保護に当たるとともに安全な場所に搬送する。 

(２) 避難誘導活動 

避難指示がなされた場合は、これを市民に明確に伝達するとともに、関係機関と連絡を

取りながら安全に避難させる。 

(３) 情報収集活動 

道路障害状況、特異事象の収集と報告及び消防団本部あるいは分団からの指示命令の伝

達を行う。なお、消防団の活動について、詳細は「震災時消防活動計画」に基づいて実施

する。 

 

４ 応援要請 

市は、災害規模が大きく、自力のみで災害の除去、拡大防止が十分にできない場合には、

県及び他の市町村に応援を要請する。また、県内13消防本部による秋田県広域消防相互応援

協定による応援要請を行う。 

 

第３ 情報通信 

･･････････第２編 一般災害対策編 第３章 第11節 第３（P246）に準ずる。 

 

第４ 自主防災組織の活動 

１ 救命救助活動 

人命救助事案が発生した場合は、消防機関及び警察等に通報するとともに、付近の防災関

係職員や付近住民と協力し、要救助者の救助救出活動に努め、負傷者等については応急手当、

保護に当たる。 

 

２ 避難誘導活動 

避難指示がなされた場合は、これを市民に明確に伝達するとともに、防災関係機関と連絡

を取りながら安全に避難させるよう努める。 

 

第５ 火災及び災害等の報告 

消防組織法第40条に基づく通常報告は、「火災報告取扱要領」「災害報告取扱要領」、「救急

事故等報告要領」によるが、消防関係報告のうち、緊急事態発生時における火災・災害等に関す

る即報については、「火災・災害等即報要領」の定めによるものとする。 

 

第６  救助・救急活動 

･･････････第２編 一般災害対策編 第３章 第11節 第６（P247）に準ずる。 
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第７ 防災業務従事者の安全対策 

１ 市は、消防団員等の防災業務従事者に対して、安全靴やライフジャケット等、消防活動上

必要な安全装備品の確実な装着を徹底する。また、熱中症対策の指導や惨事ストレスへのケ

ア等に努める。 

２ 消防本部は、消防職員に対して、危険地区からの退避ルートの確保の徹底や、熱中症対策

や惨事ストレス対策に努めるとともに、安全装備品の確実な装着を徹底する。 

３ 特に、津波浸水区域で活動する防災業務従事者に対しては、余震による津波の発生等に留

意し、情報伝達手段の確保に努める。 
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第７節 海上災害応急対策 

【実施機関：秋田海上保安部、消防本部】 

 

第１ 基本方針 

秋田海上保安部は、被害規模等の情報収集を行い、その情報に基づき必要な活動体制を確立し、

人命の救助・救急活動、消火活動、流出油等の防除活動、海上交通の安全確保等を進める。さら

に、避難対策、救援物資の輸送活動等を行い、当面の危機的状況に対処した後は、社会秩序の維

持、船舶等への情報提供、二次災害の防止等を行っていくものとするが、これらの災害応急対策

は、事案ごとに臨機応変、迅速かつ積極的に実施していく。 

また、秋田海上保安部をはじめ関係機関は、災害時に港湾及び漁港等における船舶等の被害を

防止するため、相互に十分連携のうえ、的確な警報等の伝達に努めるとともに海上交通及び港内

の安全を確保する。 

 

第２ 実施機関 

･･････････第２編 一般災害対策編 第３章 第32節 第２（P340）に準ずる。 

 

第３ 通信の確保 

･･････････第２編 一般災害対策編 第３章 第32節 第３（P340）に準ずる。 

 

第４ 警報等の伝達 

１ 市と防災関係機関は、災害時の通信を確保するため通信施設の保全に努めるとともに、防

災関係機関と緊密な連絡をとって通信の万全を期する。また非常通信の疎通に関し、相互に

協力する。 

２ 市と防災関係機関は、津波に関する注意報・警報の通知を受けた場合は、ただちに無線放

送、広報車、巡視艇等により周知し、応急体制の指導を行う。 

３ 秋田海上保安部は、航路障害物の発生、航路標識の異常等船舶航行の安全に重大な影響を

及ぼす事態が生じた場合は、航行警報を放送するとともに、必要に応じて水路通報により周

知する。 

４ 秋田海上保安部は、大量の油の排出、放射性物資の漏洩等により船舶、水産資源、公衆衛

生等に重大な影響を及ぼす事態の発生を知った場合は、航行警報、安全通報、または船艇、

航空機等により周知する。 

５ 港湾管理者及び漁港管理者は、災害の状況によって必要な場合は、漁業協同組合、船舶所

有者、船舶代理店等関係者に対し、応急体制について指示または勧告を行う。 

 

第５ 災害状況の通報、把握 

･･････････第２編 一般災害対策編 第３章 第32節 第５（P341）に準ずる。 
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第６ 活動体制の確立 

･･････････第２編 一般災害対策編 第３章 第32節 第６（P341）に準ずる。 

 

第７ 船艇、航空機の出動、派遣等 

･･････････第２編 一般災害対策編 第３章 第32節 第７（P342）に準ずる。 

 

第８ 海難救助 

･･････････第２編 一般災害対策編 第３章 第32節 第８（P342）に準ずる。 

 

第９ 排出油の防除 

･･････････第２編 一般災害対策編 第３章 第32節 第９（P342）に準ずる。 

 

第10 物資の無償貸付または譲与 

･･････････第２編 一般災害対策編 第３章 第32節 第10（P342）に準ずる。 

 

第11 警戒区域の設定 

･･････････第２編 一般災害対策編 第３章 第32節 第11（P342）に準ずる。 

 

第12 海上交通、港内保安の確保等 

･･････････第２編 一般災害対策編 第３章 第32節 第12（P343）に準ずる。 

 

第13 治安の維持 

･･････････第２編 一般災害対策編 第３章 第32節 第13（P343）に準ずる。 

 

第14 自発的支援の受入れ 

･･････････第２編 一般災害対策編 第３章 第32節 第14（P343）に準ずる。 

 

第15 物資の収用、保管等 

･･････････第２編 一般災害対策編 第３章 第32節 第15（P343）に準ずる。 

 

第16 危険物の保安措置 

･･････････第２編 一般災害対策編 第３章 第32節 第16（P344）に準ずる。 
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第17 緊急輸送 

･･････････第２編 一般災害対策編 第３章 第32節 第17（P344）に準ずる。 

 

第18 広報 

･･････････第２編 一般災害対策編 第３章 第32節 第18（P344）に準ずる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


